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本稿の目的は、1995～1998 年の企業レベルの R&D 支出に関する個票データを用いて、日
本企業の R&D 支出が企業の生産性向上にいかに寄与したのかを検証することにある。企業
による R&D 支出と生産性の関係に関する研究は過去に既に多く行われており、R&D の生産
性への寄与を分析した主要な先行研究に関し、推定結果・手法、モデルの特定化等をサー
ベイしたものとして、Mairesse and Sassenou (1991)があげられる。また、日本の製造業
における企業レベルの R&D 支出と生産性に関する先行研究としては、Odagiri and Iwata 


























識ストックの限界生産性を R&D 投資の収益率とし R&D 投資と生産性の関係が分析されてい
                                                  
1 二重計算の問題が修正されていない場合、計測された収益率は超過収益率である。この議論に関しては
鈴木・宮川（1986）参照。 
2 Goto and Suzuki (1989)の研究は企業数が 40 社と限られ、また Griliches and Mairesse (1990)に関し
ては、日経ＮＥＥＤＳを使用しており、Ｒ＆Ｄに関連するデータの精度の問題を指摘することができる。   3
る
3。この収益率の計算方法には 2 種類あり、１つは R&D 投資のストックを推計して、この
推計値と資本、労働等のインプットの情報を使用して生産関数を推計し、ここから産出弾
力性を計算する方法







日本企業の R&D 投資と生産性の関係に関する代表的な研究例として、Odagiri  and  Iwata 
(1986)、Goto and Suzuki (1989)、Griliches and Mairesse(1990)が挙げられるが（表 1
参照） 、これらの研究は製造業に属している企業
7のデータを使用して、R&D 投資が生産性
に与えた影響について分析を実施している。Griliches and Mairesse (1990)以外の研究は










Odagiri and Iwata (1986)が製造業全体の収益率を計算し、その収益率は前者が 0.17
～0.20 といった結果を得ている。Goto and Suzuki (1989)では産業別にＲ＆Ｄ収益率を計
算して、医薬品産業で 0.42、発送配電用・産業用電気機械で 0.22、自動車産業で 0.32 と





                                                  
3 ここでの収益率の説明は、鈴木・宮川（1986）に従っている。 
4 産出弾力性をγとすると、この推計されたγを使用して研究開発の収益率を計算できる（すなわち、研
究開発の収益率＝γ×（生産量/R&D 投資ストック） ） 。 
5 加えて R&D 投資が生産性に影響を与える際のラグについても本来は考慮に入れるべきであるが、 この方
式では考慮にいれない。 
6 ここでは本来 R&D 純投資で推計する必要があるが、 データの制約上通常 R&D 粗投資のデータを使用して
推計されている。 
7 サービス産業の生産性の把握が難しいことと R&D 投資の多くが製造業で実施されていることから、 生産
性に与える影響の分析は製造業が中心である。 




欧米諸国に関する研究はサーベイとして Mairesse and Sassenou(1991)があり、近年の研
究例として Harhoff(1998)、Hall and Mairesse(1995,1996), Smith et al.(2004)、
Wakeline(2001)等がある。ここに挙げた欧米の研究例は、日本の研究例が収益率のみを計
測しているのに対して、弾力性の計測も実施している。これらの研究例をみると弾力性は
概ね 0.06～0.25 の範囲、収益率は 0.22～0.27 の範囲にあることがわかる。 
 





雇用者 50 人以上規模の企業で、資本金 3 千万円以上の製造業、鉱業、商業の全企業が含ま
れる。 このうち、 1995～1998年の期間にR&D支出が正の値を示し、 製造業に区分される3,830
企業を抽出した
11。またこれらの企業の主業に基づいて、総務省統計局「科学技術研究調









1980-1985-1990 年、1985-1990-1995 年の接続産業連関表を使用して 59 産業レベルで価格




ることによって、 各企業の土地を除いた有形固定資産額を求めた。 次に 1990 年価格による
各企業の各時点における純資本ストックを求めるために以下の式を使用した。 
) / ( * jt jt it it IBV INK BV K =  
ただし、 it BV は企業 i の t 年における有形固定資産額 （土地を除く、 簿価ベース） 、 jt INK
                                                  
10 企業活動基本調査に関する解説は松浦・清田（2004） 、Motohashi (1998)を参照。企業活動基本調査デ
ータによる実証分析は、内閣府経済社会総合研究所における『日本の潜在成長力の研究』に関する調査の
一部として著者達によって行われた。 
11 このデータからは、R&D 支出があったにもかかわらず報告をしなかった企業、また R&D 支出を実際にし
なかった企業の区別をすることはできない。  5
は産業 j の t 年における純資本ストック額 （1990 年価格） 、 jt IBV は産業 j の t 年における
簿価の資本ストック額とする。 jt INK の推計には、伊藤・深尾(2001)と同様な手法を用い
た。 すなわち経済産業省の 「工業統計表」 にある 1970 年時点の有形固定資産年初現在高 （簿
価）を、内閣府経済社会総合研究所編「国民経済計算年報」の「純固定資産の構成」のデ
フレータを用い、1990 年価格に換算する。次に各産業における 1970 年以降の純資産額の
時系列データを、以下の恒久棚卸法によって求めた。 
jt jt jt jt I INK INK + − = − ) 1 ( 1 δ  
ただし、 1 − jt INK は t-1 年の純資本ストック、 jt δ は産業 j の t 年における減価償却率 （増
田(2000)に従い、 この償却率を 0.0792 と一定に仮定した） 、 jt I は産業 j の t 年における実
質粗投資額である。これは工業統計表の「新規有形固定資産取得額」を「国民経済計算報
告」にある資本形成デフレータを利用して 1990 年価格したものである。なお、ここでも付







R&D 支出は、 「産業生産性データベース（Japan Industry Productivity Database: JIP
データベース） 」の R&D デフレータ(1990=100)によりデフレートした
12。R&D 投資額が一定
率(g )で上昇し、減価償却率もδ 一定だとすると、R&D ストック額（1990 年価格）は、
) /( δ + = g I R t t として算出することができる。ここで、減価償却率は 15％、実質 R&D 支
出額が 2％で上昇していると仮定し、上の式により初期のＲ＆Ｄストックを推計し、その
後の年は恒久棚卸法により各企業の R&D ストック額を推計した。 データの概要については、
表 4 に纏められている。 
 




                                                  









it it it i it e L R K A Y
ε λ θ γ β α β α + + + − − =
) 1 (   (1) 
ただし、Y は付加価値額、K は資本ストック、L は労働投入量、R は知識資本ストックと
する。また、A は企業の技術レベルを表し、 i θ は企業固有効果、 t λ は時間固有効果、技術
変化に内包されないショックを it ε とする。なお、下付記号のi と t はそれぞれ企業と時間
を表すものとする。労働の限界生産力に非負制約を課すため、 β α > − 1 とする。 
（１）式の両辺を自然対数に変換し、労働投入で除すと、 








ε γ β α λ θ + + + + + + = log ) log( ) log( log ) log(   (2) 








れていない点である。Odagiri and Iwata (1986)で指摘されているように、稼働率の推移
は生産性向上を考える上で重要な要素である。Jaffe (1989)は産業ダミー変数を導入する
ことで、産出・投入同時決定を起因とする同時性バイアスを緩和できるとしている。 





ロールすることができる。Hall  and  Mairesse  (1995)、Mairesse  and  Hall  (1996)と Harhoff 
(1998)では、この手法をそれぞれフランスの製造企業、フランスと米国の製造企業、ドイ
ツの製造企業に用いている。 ただし、 固定効果の推定には、 自由度が大幅に低下すること、
ダミー変数の多さから変数間の多重共線性の問題や、企業固有効果と説明変数間に相関が
                                                  
13 本稿のモデルに含まれない重要な変数として、輸入を通じた技術のスピルオーバーと、他企業からの
R&D スピルオーバーがあげられる。  7
あれば一致推定量にならない問題が残されるなどの欠点も有する(Baltagi（2001）参照)。
また、Nickell (1981)は固定効果による推定値は時間軸が有限であり、個体数（ここでは

















ε γ β α λ 1 1 1 1 1 1 log ) log( ) log( ) log( ∆ + ∆ + ∆ + ∆ + ∆ = ∆  (3) 
ただし、 1 1 − − = ∆ t t X X X とする。 
本稿では、資本と知的資産変数の測定誤差を考慮に入れて、3 期の階差（3 年、3-year 
differences）を取った long differencing estimator に関しても推計を実施する
14。  
 




労働生産性成長率と R&D の直接的な関係を検証するため、以下の推定を行う。  
































ε γ ρ α λ 1 1 1 1 1 log ) ( ) log( ) log( ∆ + ∆ + + ∆ + ∆ = ∆    (6) 
を得る。ただし、E は企業 i の t における R&D 支出とする。R&D 投資の減価償却率がゼロ
                                                  
14 この方法に関しては、詳しくは Branstetter (2001)、Klette and Johansen(2000)を参照。 
15 Griliches and Lichtenberg (1984)は資本市場が均衡しているもとでは企業間の R&D 収益率は一定と
なると指摘している。  8




数は粗収益率の係数より 3～4 倍程度であるものと想定される。Hall and Mairesse (1995)
はこれら二つの収益率の差は限定的なものであるとしているが、Harhoff (1998)では純収











推計（the total regression） 以外は大きな違いは見られない。R&D 弾性値における産業
間格差が重要であるとする先行研究(Odagiri and Iwata（1986)や Wakeline(2001)）とは





るように、total  regressions では二重計算が R&D 弾性値を 2％押し上げるのに対して（表
５には掲載していないが） 、固定効果推定では 0.5％押し上げるに止まる結果を得た。規模






先行研究（Mairesse and Sassenou (1991)）に指摘されているように、規模に関する収
穫一定の仮定を置かないと、within estimate、first-differencing estimate、long 
differencing estimate のそれぞれにおいて、資本ストック、Ｒ＆Ｄ支出におけるパラメ
ータが小さくなる。これは、変数のメジャーメント・エラーや、企業のＲ＆Ｄ支出や投資
                                                  
16 詳しくは Griliches (1998)、p.221 を参照。 




estimate においては、 規模に関する収穫一定の仮定を置かない計測 （表５） よりも、 資本、
Ｒ＆Ｄストックとともにパラメータの値が大きくなった。また、first-differencing 
estimate においては、Ｒ＆Ｄストックにかかるパラメータは、total regressions を上回




























                                                  
18  小規模企業の結果の解釈には注意が必要である。Roper  (1999)が指摘するように、R&D 活動は小規模企
業では非公式に行われることが多く、 そのため R&D 活動の計測値が過小評価されている可能性を否定でき
ない。 











い（先行研究による推定値レンジは 0.11  (Odagiri  and  Iwata,  1986)から 0.56  (Griliches 






























課題である。また、より精緻な推定手法や長期的な R&D データを使用することで、R&D ス
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研究 サンプル 被説明変数 期間 データ 収益率
Odagiri and Iwata (1986) 135企業 TFP上昇率 1966－73 横断面 0.19～0.20（0.16～0.17）
１
168企業 TFP上昇率 1974－82 横断面 0.00～0.17(0.07～0.11）
１
Goto and Suzuki (1989) 5企業（無機化学） TFP上昇率 1976－8１ 横断面 0.32（0.45）
2
後藤（1993） 5企業（有機化学） TFP上昇率 1976－81 横断面 0.56（0.81）
2
13企業(医薬品) TFP上昇率 1976－79 横断面 0.22（0.53）
2




TFP上昇率 1976－82 横断面 0.22(0.53)
2
５企業（通信機器） TFP上昇率 1976－80 横断面 0.22（0.22）
2










研究例 研究対象国 サンプル 被説明変数 期間 データ 収益率 弾力性
Harhoff (1998) ドイツ 443企業 労働生産性 1977－89 パネル 0.08～0.09
443企業 産出成長率 1977－89 パネル 0.22(0.86)
1 0.08～0.10







米国 1073企業 産出 1981－89 パネル 0.09～0.25
フランス 1232企業 産出 1981－89 パネル -0.003～0.11
Smith et al.(2004) デンマーク 201企業 付加価値 1995 横断面 0.08～0.12
342企業 付加価値 1995-97 パネル 0.08～0.12




注１：（）内の数字は純R&D収益率産業 観察数 企業数 R&D・付加価値比率(%)
高テクノロジー
1．医薬品工業 578 144.5 15.2
2．情報通信機械器具工業 1504 376.0 12.3
3．総合化学･化学繊維工業 749 187.3 12.9
4．油脂･塗料工業 300 75.0 13.8
5．その他の化学工業 628 157.0 15.2
6．自動車工業 1068 267.0 12.3
7．精密機械工業 457 114.3 14.5
中テクノロジー
8.機械工業 2072 518.0 9.3
9.電気機械器具工業 1063 265.8 10.9
10.ゴム製品工業 206 51.5 8.6
11.プラスチック製品工業 660 165.0 6.1
12.非鉄金属工業 414 103.5 6.6
13.石油製品･石炭製品工業 90 22.5 6.5
14.その他の輸送用機械工業 198 49.5 9.5
15.その他の工業 584 146.0 6.1
低テクノロジー
16.窯　業 0.0 5.2
17.金属製品工業 1067 266.8 4.8
18.食品工業 1646 411.5 4.4
19.繊維工業 556 139.0 5.0
20.パルプ･紙工業 294 73.5 4.4
21.印刷業 208 52.0 3.0
22.鉄鋼業 378 94.5 4.2
全製造業 14720 3680 9.0
（注） 1. R&D・付加価値比率は1995-98年の単純平均である。
表3. 産業分類෼ྨ ม਺ தؒ஋ ฏۉ ඪ४ภࠩ ࠷খ஋ ࠷େ஋
Y 2170.8 11496.7 54653.2 3.7 1477029.0
K 4428.4 31491.1 153768.0 1.7 3539963.0
L 530.3 1765.1 6284.9 97.9 153429.7
E 89.6 1833.0 15660.2 0.8 496212.7
ߴςΫϊϩδʔاۀ
Y 2999.0 18660.1 80527.0 115.3 1477029.0 
K 6360.1 42139.9 168431.5 1.7 3089535.0
L 613.1 2466.7 8816.1 97.9 144217.3
E 198.7 3845.0 25074.5 1.0 496212.7
தςΫϊϩδʔاۀ
Y 1870.6 7428.7 32211.9 124.5 957955.9
K 3474.1 19538.4 89563.8 1.7 2402475.0
L 498.0 1401.6 5012.0 100.2 153429.7
E 78.1 1006.3 8270.9 0.8 365174.6
௿ςΫϊϩδʔاۀ
Y 1742.1 8055.0 34341.8 3.7 729344.3
K 4020.0 32949.4 188423.4 7.2 3539963.0
L 507.7 1389.1 3486.8 100.2 54050.2
42.0 514.9 2916.5 0.8 67155.2
খاۀ(ैۀһ਺50ਓҎ্ɺ299ਓҎԼ)
Y 1034.8 1286.7 939.8 3.7 14016.0
K 1973.3 3136.2 4019.1 1.7 65489.3
L 291.0 310.8 134.6 97.9 633.0
E 34.7 81.1 124.6 0.8 1690.9
Y 4869.0 6432.6 5863.0 245.7 133522.9
K 9828.2 16397.0 24592.9 112.6 436979.1
L 1098.2 1292.0 610.4 576.0 3113.2
E 224.6 519.1 801.8 0.9 10894.9
Y 37523.2 82952.3 152310.1 2257.2 1477029.0
K 86582.2 233469.3 426727.2 2167.1 3539963.0
L 5973.1 11092.0 16853.2 2895.4 153429.7








ن໛ʹΑΔ෼ྨlog(K/L) log(R/L) log(L) Obs.
1 Total regressions 0.215 0.093 0.040 15320
(40.32) (36.80) (15.04)
2 Within (Firm) regression 0.065 0.023 -0.372 15320
(7.13) (2.65) (-18.78)
3 First differences 0.031 0.035 -0.501 11490
(2.37) (2.75) (-15.46)
4 3-year differences 0.079 0.014 -0.298 3830
(3.86) (1.01) (-6.93)
5 Total regressions* 0.205 0.071 0.054 15320
(39.93) (28.97) (20.70)
1 Total regressions 0.229 0.126 0.026 15320
(45.88) (50.37) (9.08)
2 0.074 0.026 -0.37 15320
(8.19) (2.89) (-18.40)
3 First differences 0.043 0.037 -0.483 11490
(3.29) (2.93) (-14.84)
4 3-year differences 0.113 0.018 -0.257 3830
(5.47) (1.25) (-5.78)




表５ 生産関数による推計結果 (3830 社)
（注）1. 非説明変数は log(Y/L).  2.（）内の値は t値　t値に関してTotal、First differences、3-
year differencesによる推計は 不均一分散を修正している。 3.3-year differencesによる推計除
いて年次ダミーを含む。 4.Within推計を除いて22産業ダミーを含む。 5. ５の推計式は、二重
計算を修正していない推計結果である。log(K/L) log(R/L) Obs.
1 Total regressions 0.224 0.101 15320
(42.46) (41.17)
2 Within (Firm) regressions 0.118 0.084 15320
(13.45) (10.29)
3 First differences 0.101 0.149 11490
(7.10) (10.65)
4 3-year differences 0.120 0.053 3830
(6.24) (3.81)
5 Total regressions* 0.218 0.083 15320
(42.87) (35.21)
1 Total regressions 0.234 0.130 15320
(47.33) (52.29)
2 0.126 0.087 15320
(14.30) (10.40)
3 First differences 0.110 0.147 11490
(7.69) (10.48)
4 3-year differences 0.147 0.052 3830
(19.41) (3.65)





ʢ஫ʣ1. ඇઆ໌ม਺͸ log(Y/L).  2.ʢʣ಺ͷ஋͸ t஋ɹt஋ʹؔͯ͠TotalɺFirst
differencesɺ3-year differencesʹΑΔਪܭ͸ ෆۉҰ෼ࢄΛमਖ਼͍ͯ͠Δɻ 3.3-year
differencesʹΑΔਪܭআ͍ͯ೥࣍μϛʔΛؚΉɻ 4.WithinਪܭΛআ͍ͯ22࢈ۀμϛʔΛ
ؚΉɻ 5. ̑ͷਪܭࣜ͸ɺೋॏܭࢉΛमਖ਼͍ͯ͠ͳ͍ਪܭ݁ՌͰ͋Δɻlog(K/L) log(R/L) log(L) Obs.
খاۀ(ैۀһ਺50ਓҎ্ɺ299ਓҎԼ)
1 Total regressions 0.184 0.093 -0.009 8344
(27.81) (26.95) (-1.07)
2 Within regressions 0.045 0.020 -0.397 8344
(4.17) (1.74) (-14.34)
3 First differences 0.028 0.032 -0.484 6267
(1.89) (2.06) (-11.55)
4 3-year differences 0.073 0.010 -0.286 2115
(2.86) (0.48) (-5.91)
1 Total regressions 0.252 0.081 0.001 5401
(31.69) (21.62) (0.06)
2 Within regressions 0.078 0.018 -0.324 5401
(4.13) (1.21) (-8.71)
3 0.018 0.028 -0.502 4050
(0.64) (1.27) (-8.52)
4 3-year differences 0.102 0.015 -0.280 1329
(2.99) (0.63) (-3.24)
1 Total regressions 0.359 0.094 -0.012 1575
(21.58) (9.60) (-1.20)
2 Within regressions 0.281 0.088 -0.325 1575
(6.65) (2.24) (-4.82)
3 First differences 0.158 0.110 -0.481 1173
(2.71) (2.22) (-4.66)
4 3-year differences 0.158 0.060 -0.382 386
(1.23) (1.29) (-2.50)






େاۀ(ैۀһن໛1500ਓҎ্)log(K/L) log(R/L) log(L) Obs.
1 Within regressions 0.110 0.032 -0.413 5284
(7.11) (2.03) (-11.86)
2 First differences 0.084 0.062 -0.493 3969
(3.86) (3.03) (-8.88)
3 3-year differences 0.162 0.020 -0.349 1329
(4.27) (0.70) (-4.81)
1 Within regressions -0.011 0.001 -0.456 5287
(-0.59) (0.07) (-12.20)
2 First differences 0.012 0.016 -0.532 3952
(0.42) (0.66) (-8.41)
3 3-year differences 0.025 -0.010 -0.371 1316
(0.85) (-0.41) (-4.65)
1 Within regressions 0.036 0.024 -0.279 4749
(2.50) (1.69) (-8.57)
2 First differences 0.006 0.030 -0.467 3569
(0.31) (1.55) (-9.22)
3 3-year differences 0.076 0.033 -0.140 1185
(2.55) (1.83) (-1.93)
ʢ஫ʣ1. ඇઆ໌ม਺͸ log(Y/L).  2.ʢʣ಺ͷ஋͸ɺt஋ɻ t஋ʹؔͯ͠Totalɺ





ߴςΫϊϩδʔاۀdlog(K/L) (E or R)/Y dlog(L)
1 શاۀ 0.032 0.163 -0.536
(2.43) (3.97) (-18.03)
2 খاۀ 0.027 0.301 -0.521
(1.88) (6.63) (-13.57)
3 தاۀ 0.020 0.063 -0.528
(0.69) (0.74) (-9.69)
4 େاۀ 0.158 0.139 -0.587
(2.75) (6.56) (-6.56)
5 ߴςΫϊϩδʔ 0.084 0.171 -0.558
(3.92) (4.90) (-10.66)
6 தςΫϊϩδʔ 0.013 0.071 -0.550
(0.45) (0.75) (-10.02)
7 ௿ςΫϊϩδʔ 0.007 0.284 -0.491
(0.35) (2.10) (-10.21)
1 શاۀ 0.032 0.063 -0.535
(2.38) (0.73) (-18.00)
2 খاۀ 0.028 0.098 -0.515
(1.89) (0.80) (-13.27)
3 தاۀ 0.020 -0.035 -0.526
(0.70) (-0.20) (-9.83)
4 େاۀ 0.155 0.114 -0.592
(2.66) (1.47) (-6.54)
5 ߴςΫϊϩδʔ 0.082 0.233 -0.562
(3.79) (3.05) (-10.70)
6 தςΫϊϩδʔ 0.013 -0.242 -0.538
(0.46) (1.19) (-9.87)





ʢ஫ʣ1. ඇઆ໌ม਺͸ log(Y/L).  2.ʢʣ಺ͷ஋͸ɺt஋ɻ t஋ʹؔ͠
ͯTotalɺ First differences ɺLong differenced ʹΑΔਪܭ͸ ෆۉҰ
෼ࢄΛमਖ਼͍ͯ͠Δɻ 3.3-year differencesʹΑΔਪܭআ͍ͯ೥࣍
μϛʔΛؚΉɻ 4. શͯͷਪܭ͸Ұ֊ͷ֊ࠩΛऔͬͨਪܭͰ͋
Δɻ
اۀαΠζ
ςΫϊδʔผ
اۀαΠζ
ςΫϊδʔผ